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第2章 2030 年の未来予測 

































































万円を超えた。新規事業を 7 つ立上げ、大型システム開発を担当し、M&A を 2 回、オー
ナー企業から韓国企業へ買収され、ビジネスマンとして 24 時間働いた。新規マーケテ
ィングでは、3 年で 3,000 倍の顧客を獲得し、常に事業を成長させてきた。東日本大震
災時には、被災地に化粧品を届ける企画を立案実行し、現在も継続的に支援活動を実






































































































































































2. 2030 年の未来予測 
 




























2030 年の人口は、毎年 8300 万の人口が増加し、世界人口は 86 億人になると言われ
ている。現在は 76 億人だ。新たな人口予測に基づくと、中国 14 億人、インド 13 億人
の順位が 2024 年までに逆転し、インドの人口が中国を上回る。[国際連合,2017] 更に
世界人口は高齢化を示している。世界人口の平均年齢は 29 歳から 32 歳になる。世界
人口に高齢者が占める割合は、12％から 18％になる。ナイジェリアの人口の半分は 15


















ファイル」によると、2000 年から 2013 年までに、ヨーロッパにたどり着こうとして 2



















































海水温は 10 年ごとに 0.11 度上昇している。これにより雪氷圏の融解速度が加速して
いる。氷床の融解により、海面も上昇している。総括すると 2008 年から 2014 年まで



























日本でも様々な環境問題が身近になるだろう。農業就業人口は 2015 年時点で 209 万
人だが、わずか 5 年で 50 万人が減少している。高齢化による農業就業人口の減少が加








































































2025 年までの世界の経済成長の約 3 分の１は中国だ。2030 年には、インドが重要な











 この分野の予測をすると、当然だが本項だけで論文が 100 本は書けるだろう。ここ
では、私が重要と考える技術革新を中心に予測してみる。トレンドとなる仕分けは、

































価格は、イギリスでは 6 分の１の価格となり、ノートパソコンや周辺機器は 1997 年よ
り 90％も下落し、インターネット接続料金は 25％下がり、携帯電話の通話料は 50％も
安くなった。 [ジャック・アタリ,2017] 今後発生し得る第 4 次産業革命の大きな受益
者は、イノベーターや投資家、株主となる。これによる、労働に依存する人々と資本
を所有する人々との間に、貧富の差が拡大していくだろう。[クラウス・シュワブ,2016] 














感している通り事実であろう。多くは技術革新によるところが大きいので、第 2 章第 5
節「技術」と密接に関わっているが、本節ではもう一段低い階層としてのメディアを
捉えて予測を試みる。 
 新聞媒体は、顕著な媒体だろう。2016 年に開催された第 68 回ニュースメディア大会
北米で発表された内容によると、北米で 10％減少、欧州で 23％減少、オーストラリア






































































3-1. 2030 年の未来予測に基づく社会人の体験価値時代の到来 




















































図 5 年間層実労働時間の推移 [厚生労働省,2016] 
 
更に 1970 年と比べると、2004 年の年間総労働時間は、約 18％もの削減が進んでお
り、これは、日数換算する（削減された時間数を単純に 24 時間で除する）と約 17 日
の余暇時間が創出されたことになり、また、労働日数換算する（同 8 時間で除する）














値時代の到来だ。第 2 節以降で現状の社会人教育の現状を検証してみる。 
 
3-2． 社会人の教育やリカレント教育の現状と課題 
 社会人教育の現状を分析する。OECD による高等教育機関における 25 歳以上入学者
割合の国際比較のデータを検証する。25 歳以上の短期高等教育機関への入学者の割合
は、OECD 平均 37.4％に対して日本は 4.6％。学士課程への入学者の割合は、OECD 平均
16.8％に対して 2.5％、修士課程への入学者の割合は、OECD 平均 28.8％に対して 13.2％、
どの数値も低い状況だ。[OECD, OECD Education at a Glance（2016）（諸外国）及び













同じく OECD のデータだが、非大学型高等教育機関への 25 歳以上の入学者の割合だ。
OECD 平均 34.6％に対して日本は 21.0％と低い。同データによる大学型高等教育機関の
25 歳以上の入学者の割合は、OECD 平均 18.1％に対して、なんと 1.9％とかなり厳しい


















































































専門学校等の社会人受講者数を 100 万人とする KPI や 2022 年までに専門実践教育訓練
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